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衛星・地上網連携による高信頼性情報配信システムの構築
新規事業開発における技術者の役割と課題
小林 満男
財団法人自治体衛星通信機構 (以下､機構という)に設置された ｢地域衛星通信ネット
ワークの新たな展開の調査研究会｣の検討結果(☆1)に基づき､全国瞬時警報システム (以
下､a -ALERTという)(☆2)の普及に資するため､同システムの高信頼化と経済的な受信機
の開発等が進められてきた｡本論文では､衛星回線 と地上回線の組合せ利用等による
㌔-ALERT の高信頼化､セキュリティ強化等の検討と併行して行った事業のアイデンティ
ティの確認と再構築の検討を通して､技術者に期待される役割と課題について述べる｡
キーワー ド:全国瞬時警報システム､高信頼化､事業の定義､ソフトシステム方法請
1はじめに
3-ALERTは､気象庁から送信される気象情報
や内閣官房から送信される有事関係情報を通信衛
星を利用して地方公共団体に送信し､市町村の同
報系防災行政無線を通じて住民に知らせるもので
ある02007年 1月から一部の団体で運用が開始さ
れ､2008年 10月からは本格導入が開始されたが､
自治体-の普及は進んでいない状況にある｡
一方､機構では､全国の自治体等に設置される
4,400局を超える衛星地球局から構成される ｢地
域衛星通信ネットワーク｣の管理運営を行ってい
るが､インターネットに象徴されるように､地上
回線の充実や料金の著しい低下とともに衛星通信
の魅力は相対的に低下してきている｡そのため､
自治体の地域衛星通信ネットワークの利用に一層
の付加価値をつけることが急務となっていた｡
そ こ で 機 構 は 地 域 衛 星 通 信ネットワークの新た
な展開として J-ALERTの普及発展を自らの事業
として取組むことができないかどうか調査研究会
を設置し検討を開始した｡筆者は調査研究会事務
局員として事業化を､本システム構築プロジェク
トでは ｢開発 ･保守 ･認証｣ リー ダを担当した｡
2 調査研究会における検討
調査研究会では､最初に利用ニーズを把握する
ために､JIALERTの主たる導入先である自治体
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に対してアンケ-トを実施した｡アンケー トの分
析結果と事務局で作成したJ-AI.ERTの将来像を
もとに調査研究会で検討を行 ったところ､｢安価で
1言輪できる かAI.ERT情報の配信システムの開
発｣が求められていることが判明した｡この時点
で既に かALERTは運用開始されていたが､今後
の普及拡大にあたり一層の高信頼化､セキュリテ
ィの強化､経済的な受信機の供給を図ることが必
要とされ､具体的には､①通信手段の多重化､②
管理システムの充実､③J-ALERT情報の活用､
などが ｢モ7-ALERTの普及に向けて (中間報告書)｣
として提案された｡.しかしながら､a-ALERTに
要求される機能､イメ-ジは見えてきたものの､
誰が主体となってこれらの提案を具体化していく
かについては､明確ではなかった｡
本稿では､調査研究会の中間報告書を受けて､
機構が 3-ALERTの普及拡大に資するという新規
事業を既存事業の再構築の--環として位置づげ､
高信締性情報配信システムとして3-ALERTを構
築していく取組みの中で､主として新規事業の企
画段階における事業のアイデンティティの確認､
事業の方向づげの検討を中心に報告する｡
3 事業の再構築の検討
新たな事業を開始しようとする場合､現在行っ
ている事業､これから取り組もうとする事業につ
いてのアイデンテ ィテ ィの確認が必須となる｡即
ち∴情報システムに求 め られ る機能を単純に積み
上げ従来の事業の定義 の延長上で展開するのでは､
事業を誤った方向に導 きかねないo新たな事業に
とっての上位 目的とか､事業の持つ意味､妥当性
や正身性などの面から検討を行い､組織メンバの
意識のすり合わせを行い組織として事業の定義づ
け､確認作業を行 うことが必要である｡
ソフ トシステム方法論は､｢薬の問題は何か｣を
探索するソフトアプロ-チであり､組織の課題形
成､情報システムのニーズ分析や事業戦略の探索
に適用されている｡(☆3)以下､本方法論を用いた
新規事業の定義につい て の 検 討 事 例 を 述べる｡
3.1衛星通信システム の 常 識
かAL濫RT は､衛星 通 信 を 利 用 するが､衛星通
信に従事する多くの職 員 は ､ 衛 星通信を図表 1に
示すようにとらえており､特にインタ-ネットに
対 しては､防災通信 という立場からできれば使い
た くない というのが現状であった｡ しかし､衛星
通信 とインタ-ネットはネットワ-クとして見る
と高い補完性があることから､インターネットを
<敵 >としてはなく<味方>としてとらえ､衛星
通 信 と組合せて利用することで､高信頼性ネット
ワ- タを経済的に実現できる可能性が出てくる｡
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図表 1 業界の常識への素朴な疑問
3.2新規事業をとりまく状況
新規事業の定義を行 う場合､利害関係者がその
事業､サ-ビスをどのように捉えているのかを把
握することは重要である｡彼らの言説をとらえ､
ひとつの図に表したリッチピクチャ- (図表 2)
を作成することにより､検討を行 う上で各主体者､
検討メンバが新規事業に何を期待しているのか､
どのように見ているのかを確認することで新規事
業が考慮すべき要素を浮き立たせてくれる｡
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図表 望 新規事業をとりまく状況
また､図表 3はこれらg)利害関係者との関係を
モデルとして表したものである｡自社の事業と競
合関係になる事業者､あるいは協調関係になる補
完的生産者は誰かを明らかにするとともに､事業
を成功する上で最も重要である顧客を多層構造と
して捉える必要があることを示唆している｡即ち､
どの層の顧客に何を提供するのか､直接かあるい
は他の事業者 (ネットワーク)と連携 して実現す
るのかを十分に検討 しなければならない｡
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図表3 業界モデ ル
3.3かALERT事業の定義
かALERTは衛星回線で配信 し､同報系防災行
政無線を通じて住民-国民保護情報などを提供す
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ることを基本としている｡図表 射こ新規事業の構
想をあたため､事業の定義を検討する際に使用 し
た検討資料のイメージを示す｡
事業の名称 由給体〔消防〕向け防災情報敵情事業
事業定 自治旗㌻慈遜癒熟一宿町射l遵ぴ公的な地‡覗容を妾な対象とし藤一鮮ujJZ∵柴とする随盈_阻盛儀鹿を奉として番農園奴で藤波的かつ鹿喪に配檎することを熔13として地域衡駁i由恨ネットワークに付加価値をつけ､歯恩遇歯の利用故女を観る
慶兼那考♯すべ普質顧客 馴台体(都掴解熱､汁仰ぎ利一)､消防,本部(t欝)､越の出先機関,防災関練機関等
機能 衛星阿鼻+インタ-ネット(+a)を利州して防災関連情輔を嫁潔か/.)経済的に授供する
汝争番薬者
魅力 消防庁と適鱗L.掴拭綴喜簿､緊忠地解凍組等J)情報を薮と#)て経済的に曝供できる
*# トランスポンダ.管科長きく自治体U)機鋒長詩).衛星.感隠せ-.ビスの経験､人材なと､
そUL)他★
全体構憩 自治体t防災開陳鶴間に､摺沢休縄､緊急地膚逮韓等を濃と味)で確賓かp,j経済的に.轟と晒することは､磯城衛星通悟ネットリークに新たな付加価値を産み､も.,つて機構として新しい唇叢職域を開拓する【打って出る〕とと阜_)に､市町村局等の離脱に胤LBf)をかける〔守る〕上で有効と考える
世界観 内的最食性:出常曹(自治終)U)持つ資際を活用すればこの構想は策現できる亨賢欝幣警諸法妄語禦警護讐警きき嘉等音子り詣姦畿議警驚警華甲轍を縫鮒に確実
チⅠナ項目 緊魯地常連稗の配信事藻者を十桝こ鯛意する二と口内闇瓶/′消防庁/気象庁等の施術動向
様式級赦絶之(19削､りトノ1テL方液胞による帝薬を轟の再締額,欄2番薬の基本定銀U)仕軌を療岬､-部加筆
図表 4 事業の基本定義 (イメージ)
機構の事業を 〔事業定義 :自治体及び公的機関
等を主な対象とし､顧客の必要とする防災関連情
報を主として衛星回線で経済的かつ確実に配信す
ることを魅力として､地域衛星通信ネットワーク
に付加価値をつけ､衛星通信の利用拡大を図る〕
としている｡即ち 〔全体構想〕にあるように､地
上回線を積極的に活用することで緊急情報の "確
実な配信 (高信頼性)"を実現し､新しい事業領域
を開拓しつつ､本音では収益源である既存の地域
衛星通信ネットワークの利用者の離脱に歯止めを
かけることを狙っているようにも見て取れる｡
4 高倍額化の検討
調査研究会で検討された衛星送信局を複数設置
するサイ トダイバーシチ方式は､衛星送信局の設
備散障や降雨に比較的弱い とされ る Ku 帯
(14GHz/12GHz)を利用する衛星通信における
アップリンク (衛星送信局-通信衛星)回線の降
雨断に対しては効果があるが､ダウンリンク (過
信衛星-受信機)回線､即ちeJ-ALERT受信機が
設置されている地域における降雨に対しては効果
がない.一方で､インターネット回線は､降雨の
影響は受けないものの､現行の IPv4ではマルチ
キャス ト配信ができないため､同時に多くの受信
機 に 配 信するには配信サーバの負担が重くなる｡
そ の た め､信頼性を向上させるため､受信機は
常時衛星回線で受信し､2回線とも受信できない
場合に自動的にインターネットに切り替えること
とした｡インターネットで受信する場合には擬似
的にプッシュ型配信 (リアルタイム受す言)となる
ような仕掛けとし､また衛星回線が復旧すると一
定時間後には自動的に衛星回線に切り戻すことに
より､信頼性の向上とインターネット配信サーバ
の負荷軽減を同時に達成している｡
㌔-ALERT受信機がいつでも確実に使えるため
には､情報配信システムとしての回線の稼働率を
向上させるだけでは不十分である｡今回開発した
配信管理システムでは､インタ-ネットに接続さ
れた受信機の場合､受信機の状態は常に把握され
ており､故障時には予め登録された管理者に対し
て故障通知メ-ルを発信する機能を持たせること
で､故障のために使えない時間を極力短縮してい
る｡このようにインターネットと組合せることで
回線の稼動率､可用性を著しく向上させている｡
従来､かALERTの受信機 (復調器)は海外の
特定メ-カーの製品しか利用できないため､調達
に不安があった｡∫-ALERTの高信頼化の際に世
界標準の符号化i復号化方式に変更したことで複
数のメーカ-から受信機を調達できることとなっ
た｡その結果､受信機の調達不安の解消と競争原
理による受信機の価格低下が期待される｡
衛星回線 と地上回線 を組合せて配信す る
かALERTにおける最大の課題は､セキュリティ
の確保である｡詳細は述べないが､端末認証をは
じめとして種々の対策が施されている｡図表 5に､
高信頼化を 図 った3-ALERTの構成図を示す｡
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図表5 3-ALE況Tの構成 (☆1 を 参 考 )
5 技術者に期待される役割 と隈題
新規事業開発における事業の定義とその基盤 と
なる情報システムの開発を同時に行 う場合､報告
者の反省をふまえつつ､特に技 術士をイメ-ジし
て期待される役割 と 課 題 に つ い て検討する｡
-つ目は 技 術 に 関 す る 事 項 であり､信頼性の向
上 と セ キ ュ リ テ ィ の 確 保 を 経済的に実現するため
の方 策 を 実 現 す る こ と であった｡調査研究会等の
場を活用 して新 た な J-ALE況Tに対する要求条件
を引き出す役 割 と要求仕様をまとめる役割が期待
された｡後者については､数名の技術士を含むコ
ンサルチームを活用することで対応 した｡
二つ目は事業性の検討である｡暫定的に事業の
定義を検討 した後､アンケ- 卜結果等を参 考 に し
ながら需要予測を行い､要求仕様から必要 と され
る投資額を算定した｡需要見込みと実現仕様の組
合せの選択や､シミュレーション結果の分析､解
釈 に お いて技術士に期待される投書胴ま大きい｡
三 つ目として､事業の定義や全体構想を検討 し､
事 業 の上位目的や他の利害関係者との関係性を検
討 す る 中から､事業と社会とのかかわりなどに配
慮することが求められた｡つまり､技術士は率先
して技術的知識の習得､事業性や経済性の検討を
行 うだけでなく､社会における新規事業が果たす
役 割などを探索し意識的に反省 しながら学習して
い くことで､事業に対する新たな洞察 (インサイ
ト)を得ることが期待される｡
課題 としては､新たに定義 した事業を確実に運
営 していくための人材育成を図ることと事業シス
テムの構築であるOコンサルティング会社を活用
し要求仕様書としてまとめ､そしてシステムイン
テグレータに発注して ∂-ALE況Tの高信頼化や受
信機を開発 しても､それを担 う人材を育てていか
なければ､モノとしては高信頼性を譲っても脆弱
なシステムとなってしまう｡また､普及拡大に伴
って､受信機の登録､開通､故障時の切分け作業
や問合せの対応などの業務を整備 していかなけれ
ば､事業の定義は絵に描いた餅になってしまう｡
日常の業務を組織のメンバと協力 して丹念にカイ
ゼンしていくことが本事業を軌道にのせる上で大
きな課題 と考えている｡
6 まとめ
事業の企画段階で検討 した新規事業の定義は､
本年 1月 6日に消防庁から発表された｢eJ-ALE況T
の情報受信機関の拡大と地上配信の開始に向けた
業務規程等の整備｣により､機構は "地上配信機
関"とされたのに伴い､｢tg-ALERT機構配信管理
システム利用契約約款｣に反映された｡衛星通信
を生業とする機構が衛星回線 と地上回線を組合せ
た高信頼情報配信システムの検討を行い構築する
ことを通 し､新たに ｢地 上 配 信 事 業者｣としてお
墨 付 き を 得 た こ とは､今 後 の 防 災関連情報の配信
等 にお い て 橋 頭 堕 を築いたといえるかもしれない｡
(注)本稿の内容は､技術者にとって技術の視点に加えて､事業
や社会U)観点を持つことの大切さを主張するために報告者の実
務体験から主観的に述べたものであり､所属する団体の方針を述
べたもU)ではありません｡
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